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家計の学校外教育費に影響を及ぼす要因の変化

一 SSM1985・ SSM2005デー タに よる分析一

　　　　　　　 都　村　聞　人

（大阪商業大学 JGSSポス ト・ドク トラル 研究員）

1．問題の所在

　本報告の 目的は、家計に おける学校外教育費

に影響を及ぼす要因の変化を明 らかにする こ と

にある。

　子 育て世帯が負担する教育費は、授業料 ・入

学金などの 「学校教育費」 と塾、家庭教師、予

備校、習い 事な どの 費用を中心 とする 「学校外

教育費」 に大別する こ とが で き る 。 子育て世帯

は、限 られた所得の なか で、消費支出を調整 し、

こ の 2 種類の 教育費を負担 して い る 。 子 どもの

教育 へ の 関心 が強 く、 学校教育費に加え て 高額

の学校外教育費を支出す る世帯 もあれ ば、学校

教育費の負担が重く、学校外教育の 支出を抑制

して い る世帯もあ るで あろ う。

　 こ れま で の 研 究か ら、家計 の 教育費は 、世帯

収入、親の 就業形態 、 親 の 学歴、居住地域、子

ども数、子 どもの年齢段階、親の教育意識な ど

の影響を受けて い る こ とが明 らかになっ て い る。

ただ し 、 学校外教育費の 場合、基礎的な学校教

育費に対して付加的な支出で あ るが ゆ えに、そ

れを規定す る要因を別途考察す る必要が ある 。

　 総務省 「全国消費実態調査 」 によ り、家計に

お ける教育費 の 長期的変化 に つ い て みる と、

1984年か ら 2004 年に かけ て 可処分所得に 占め

る教育費 （学校教育費＋ 学校外教育費）の 割合

は増加傾向に ある。つ ま り、家計における教育

費負担は重 くなる傾向に ある。また、文部科学

省 「子 どもの 学習費調査」 に より、家計の 教育

費総額に占め る学校外教育費の 割合 の 変化を子

どもの 学校段階別にみ る と 、 学校外教育費 の 教

育費総額に占める割合は、1985〜1992 年には、

どの 学校段階で も増加 して い る。また エ998年以

降につ い ては 、 小 学生 （公 立）、中学生 （公 立）

でやや増加傾向にあ る。 長期的にみ ると学校外

教育費の 重要性は増大 し て い る 。

　 教育費負担 の 増大 と学校外教育費の 増加 は、

家計にどの よ うなイ ン パ ク トを もた らした の で

あろ うか 。本報告で は 、
1985 年 と 2005 年 の 学

校外教育費規定要因を比 較分析する 。

　 本報告で は、以下 の 要 因を中心 に検討す る。

　 第 1は、所得 レ ベ ル で ある。世帯収入 が家計

の 教育費に影響を及ぼ して い る こ とは既に 指摘

されて い る （都村（2006a）など）。世帯の収入が

多い ほ ど教育費を多 く支出で き、子 ども数の 増

加 に も柔軟に対応で きる。 しか し、近年、不況

の 影響もあ り 、 子 育て 世帯の 家計を取 り巻 く状

況 は厳 しくなっ て い る。 教育費を含めた子育て

コ ス トが増大す る反面、所得の伸びは停滞し て

い る か らで ある。そ の ため、最近では世 帯 の 生

活水準の 豊か さは夫婦 の 働き方の パ ターン に よ

っ て決まるとい う指摘が多い （大竹 （2000）、 LU

田 （2004））。夫の収入 レ ベ ル が同程度であっ て

も、妻が 専業主婦か パ ー トタイム労働か フ ル タ

イ ム労働か に よ っ て 、世帯の生活水準は異なる

の で ある。 こ の よ うな状況をふ まえると、学校

外教育費に影響を及 ぼす要因と し て も、父親の

収入だ けで な く、母親の 収 入 の 影響を検討する

必要が ある 。

　 第 2 は、母親 の 学歴 で ある 。 親世代 の 高学歴

化に伴 い 、母親の 学歴が子 どもの教育に影響を

与えて い るとい う指摘が 多くなされ るよ うにな

っ た 。 苅谷 （2001）は、母親 ・大学卒の 高校生

の 方が母親 ・短大 ・専門学校卒、高校卒、 中学

卒の 高校生 よ りも学校外 で の 学習時間が長く、

そ の格差は 1979年か ら 1999年 の 間に拡大する

傾向 に ある こ とを分析 して い る。それ と同時 に、

学習意欲や勉強 に対する興味 ・関心 の 点で も、

こ の 間に母親 の 学歴による格差が拡大 して い る

と述 べ て い る 。 こ の ような指摘 をふ まえると、

学校外教育費に関 し て も、母親の 学歴 に よる差

が大きくな っ て い る可能性がある。

　 第3 は、親の意識要因で ある 。
1985 年か ら2005

年に い たる 20 年間に、子 どもの 教育を取 り巻く

状況 は大きく変化 した 。 塾 ・習 い 事などの学校

外教育は
一般化 ・多様化 し、そ うした教育を受

ける こ とは もはや特別 な こ とで はなくなっ た。

また、私立 中学へ の 進学率や大学進学率が上昇

し、各学校段階で 付加的 な教育を子 どもに受け

させ るか否 か の 選択機会 も増加 して い る。 加 え

て、学校週 5 日制やゆとり教育は、親の 教育方

針が子どもの 教育を規定す る よ うな教育環境へ

の 移行をもた らし た。こ の よ うな状況 の なか で 、

親の教育意識 は学校外教育費に どの よ うな影響

を及 ぼして い る の で あろ うか。本稿で は、親の
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教育方針 を端的に表す指標 としてまず高学歴志

向が学校外教育費に及 ぼす影響を考察す る。さ

らに 、 階層帰属意識 の 違い に よる家計 の 教育費

の差にも注 目する。

2．先行研究

　学校外教育費に関する計量研究と して は以下

の もの が ある 。 盛山
・
野 口 （1984）は、高校進

学機会の 不平等に対 して 、学校外教育投資が媒

介的な要因とな っ て い るか を検証 して い るが 、

媒介的な要因にはなっ て い ない とい う結論に達

して い る。1985年 SSM 調査デー
タを利 用 した

尾 嶋 （1997）は、学校段階が進むほ ど父親 の 教

育期待や学歴社会観が学校外 教育費支出に影響

を与えて い る こ と 、 女子 では親の 階層的地位が

教育期待を通 して 、学校外教育支出を規定する

傾向があるこ とを指摘 して い る 。 しか しながら、

これ らは 1980 年代の 学校外教育費を分析 し た

もの で ある。 近年 の 動向を分析 した研究 として 、

武内 ・中谷
・松繁 （2005）は、所得階層が高い

ほ ど子 どもの 教育に投資す る傾向があ り、時系

列で 見て もそ の 傾向が強ま っ て い るこ とを明ら

か に して い る。 しか し、親 の 教育意識が及ぼす

影響は分析 され て い ない
。 また、西村 （2006）

は、ゆとり教育が家庭の 教育費や学校選択行動

に
一定の 影 響を及 ぼ して い る こ とを明 らか に し

て い る が、東京都の 私立中学校を対象とした分

析であ り、全国 の 実態は明 らか に されて い ない。

　以上 をふまえる と 、 最新 の 全 国デー
タを用 い

て、社会階層要因 と意識要因両者を考慮に入れ

なが ら、学校外教育費を分析する必要 がある 。

また、学校外教育費の 規定構造の変化に つ い て

の 分析が求め られ る。

費に有意な相関が あるの は、小学校低学年 と小

学校高学年の み で ある。また、母親の収入は ど

の 年齢段 階で も学校外教育費 と有意な関連を も

たない 。したが っ て 、1985年段階で は、家庭の

所得 レ ベ ル が学校外教育費にそれほ ど大きな影

響をもた ら し て い なか っ た と考え られ る。

　他方で 、 2005年で は 、 父親の 収入 と学校外 教

育費はどの年齢段階で も有意な相関がある。す

なわち、父親の 収入が多い 世帯ほ ど学校外教育

費が 多い 関係に ある 。 また 、
1985 年には有意な

関連がなか っ た母親 の 収入に関 して も、長子 中

学生段 階を除い て学校外教育費 と有意な関連が

見い だせ る。 とくに長子小学生 の 段階で 、親の

年齢が比較的若 く、父親 の 収入が低い ため母親

の 収入 の影響が大きい。

　以上 の よ うに 、 世帯の所得 レ ベ ル と学校外教

育費の 関連が 20 年間に強まる傾向にある こ と

が明らか に なっ た。

5．母親の学歴と学校外教育費

　1985年にお い て は、中学生段階以外 の 学校段

階で は、母親の 学歴 と学校外教育費の 間に明確

な関連は見い だせ な い
。
2005 年に関しては 、 長

子 の 年齢段階に よらず、母親大学卒の方が母親

高校卒よ りも学校外教育費が多くな っ て い る，

母親大学卒の 世帯は母親高校卒の 世帯に 比 べ 、

長子小学校低学年で は L52 倍 、長子小学校高学

年で は 1，77倍、長子 中学生で は L74倍、長子 高

校生では 1．95倍、学校外教育費を支出 してい る 。

　 1985年か ら 2005年の 間に、母親の学歴は全

体的に向上 したが、1985年に比 べ 2005年で は

母 親の学歴 に よ る学校外教育費の差が大 きくな

っ て い る 。

3．使用するデータ

　本報告で は 、SSM 調査 （「社会階層 と社会移

動調査」〉の 1985 年 ・2005 年デ ータ を用い て 分

析を行 う。

【1985年デー
タ】調査地域 ： 全国 （300地点）、

調査対象 ；満 20 歳以上 70 歳未満の 男女 2，030

人、調査方法 ：層化 2 段無作為抽出法、有効回

収数（率）： 1，234 （60．8％ ）、 分析 には男性 B 票 を

用い る。

【2005年デー
タ】調査地域 ：全国 （1，000地点）、

調査対象 ：満 20歳以上 70 歳未満の 男女 14，000

人、調査方法 ：層化 2段無作為抽出法 、 有効回

収数（率）： 5
，
746 （44．1％）。

6．親の 教育意識 と学校外教育費

　本節で は 、 学校外教育費の 支出 レ ベ ル を支出

ゼ ロ ／支出少な い／支出多い の 3段階に分類 し、

高学歴意識お よび階層帰属意識 との 関連を検討

し た。詳細は省略するが、1985 年に比 べ 2005

年では、高学歴意識が強 く、階層帰属意識が高

い 層で 、学校外 教育費が多い とい う関連が見 い

だせ る。

　 こ こまで の検討は各要因と学校外教育費の 2

変数の 関係である 。 当日の 報告では、1985年と

2005 年で学校外教 育費 を規定する構造が どの

よ うに変化 したか をよ り詳細に検討する。

4．所得 レベ ル と学校外教育費

　1985 年にお い て は、父親の 収入 と学校外教育

（デー
タ使用 に つ い て は 2005 年社会階層 と社

会移動調査研 究会 の 許 可を得た。）
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